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東京都環境局

東京都の災害廃棄物対策について

環境省
令和８年度大規模災害時廃棄物対策

関東ブロック協議会(第１回)

1

資料３―６



•近年、集中豪雨等が頻発化していることに加え、2024年８月に南海トラフ地震の臨
時情報が発令される中、災害廃棄物の処理方法等を示す「災害廃棄物処理計画」を
あらかじめ策定しておくことが必要

•令和8年の法改正で、一般廃棄物処理計画
  で定める事項に「非常災害時の一般廃棄物
  の適正処理」が追加（法第6条第2項）

• 23区・多摩は全ての区市町村で策定済
一方、島しょ地域では、計画が策定されて
いない町村あり
⇒昨年度、未策定の町村に対し、都作成の
計画（案）を提供
令和７年10月の台風被害のあった町村
以外は策定済。(残り２町村）

•今年度、策定率100％となる予定
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（１）都内区市町村の災害廃棄物処理計画策定状況
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（２）東京都災害廃棄物処理計画における被害想定

◆東京都災害廃棄物処理計画（令和５年９月改定）
•改定の経緯 令和４年５月に、首都直下地震の被害想定が見直され、また近年、風水

  害が増加していることを踏まえ、災害廃棄物処理の実効性向上や風水害
等への対応強化等につながる最新の知見を反映（前計画は平成29年6月策定）

•被害想定 「首都直下地震等による東京の被害想定」（令和４年 東京都防災会議）に
おける被害想定に基づき災害廃棄物の発生量を試算、最大約3,200 万ｔ

区分 地域 コンがら 木くず 金属くず その他
（可燃）

その他
（不燃） 合計※

都心南部
直下地震

区部 2,363 215 87 40 282 2,888
多摩 198 31 8 4 36 277
都内計※ 2,460 246 95 45 318 3,165

多摩東部
直下地震

区部 1,581 181 62 31 216 2,070
多摩 463 61 19 10 77 630
都内計※ 2,044 242 80 40 293 2,699

※ 端数処理の関係上、「首都直下地震等による東京の被害想定」で示された値と合致しない箇所がある。 3



◆災害廃棄物処理に関する東京都における協定締結団体
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（３）民間団体等との連携

一般社団法人 東京都産業資源循環協会(東産協)
「地震等大規模災害時における災害廃棄物の処理等の協力に関する協定書」
協定内容（協力要請）
• 都が管理する施設において協会の協力が必要な時に要請可能
• 都内区市町村が実施する災害廃棄物の撤去・収集運搬・処理処分・仮置場の監理、
これらに必要な業務について、区市町村から協力要請があった時に要請可能

都と災害廃棄物処理に関して、協定を締結している業界団体は、東産協のみ
今後、各業界団体との協定締結を進めていく予定
なお、都下自治体等においては、別途、業界団体・民間業者・関係部局との協定あり



◆災害対応力向上演習等
１ 対象者：区市町村・一部事務組合の災害廃棄物担当者
２ 目 的：災害廃棄物処理計画等の策定・見直し支援、災害廃棄物の適正処理に必要な体制整備及び災害

 廃棄物処理計画等の実効性強化に資する演習等を実施し区市町村による災害対応力向上を図る
演習内容 講義時間 方法 時期

対応型図上演習 合同処理マニュアル等を用いて、発災時の初期対応から仮置場
の設営など具体的な対応を実践

事前演習 4時間程度
本演習 6時間程度 対面 10月頃

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ型演習 集積所及び仮置場の設置運営業務、集積所から一次仮置場、仮
置場から処理施設の収集運搬の関連業務 4時間程度 対面 11月頃

訓練型演習 集積所と一次仮置場を再現し、設営運営訓練を実施 4時間程度 対面 12月頃

情報交換会 有識者等から災害廃棄物対応能力向上などに資する
知見等を提供する講義及び情報交換 4時間程度 対面 2月頃

◆専門人材育成プログラム
１ 対象者：区市町村・一部事務組合の災害廃棄物担当者（都職員も含む）
２ 目 的：区市町村において災害廃棄物処理の中核を担う専門人材の育成を図る

共通科目 講義方式 講義 開催時期
①災害廃棄物全般 対面 2コマ ９月頃
②処理実行計画の策定 対面・Web 6コマ 10月頃
③収集運搬体制の構築 対面・Web 4コマ 10月頃
④片付けごみ仮置場の設置・運営 対面・Web 2コマ 11月頃
⑤レポートの作成 対面・Web 2コマ 1月頃

選択科目 講義方式 講義 開催時期
①公費解体制度 対面・Web 4コマ 11月頃
②災害報告書作成 対面・Web 4コマ 12月頃
③受援体制の構築 対面・Web 2コマ 12月頃
④広域処理 対面・Web 2コマ 1月頃
※ １コマ：９０分程度

（４）訓練・研修について
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